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戦後日本における兵器生産と

その特徴について

ロケット・ミサイノレ兵器の生産を中心に一一

本原正雄

はじめに

科学技術の研究開発において，宇宙開発は，原子力の開発とともに，重要な

課題の 1つとなっている。 1955年度〔昭和30年度〕に，はじめてロケット開発予

算が計上されていらい，宇宙開発は，国の重要政策の 1つとしてとりあげられ，

推進されてきた。

1955年度文部省予算として 1，742万5，0∞円が計上されていbい， 政府ω宇宙

関係予算は急速に増大し， 1960年5月には開発体制整備のため宇宙開発審議会

の設置，宇宙開発の基本方策D策定などもあり，文部省関係予算のほか，科学

技術庁関係の予算も計上されることになり，その増大率は，年度により多少の

起伏はあるが，いちじる1-<高い。(第 1表参照)

第 1次防衛力整備計画が公式にはじまった1958年度から第2次防衛カ整備計

画最終年度の1966年度までをみてみると.その間，防衛庁以外の宇宙開発予算

は約24倍に増大したが，防衛庁のロケ vト・ミサイノレ関係予算は， 12倍で，増

大率は約半分である(防衛庁予算D年増大率は，年度によりし、ちじるしく不同である。

これは，政治的要因，外国技術へD依存などの事情によるもので， 一貫して増大傾向に

あることはかわりない〉。 しかし， 絶対額では， 防衛庁予算は201億3，941万9，000

円にたいし， 防衛庁以外の予算は 119億3，070万5，000円(国庫債務負担行為10億

5，672万四回円〉で，防衛庁予算の約半分にすぎない。

このことは，わが国の宇宙開発技術の習得が， ロケグト・ミサイノレ兵器の研
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究開発をつうじておこなわれ，生産体制jが確立きれていったことをしめしてい

る。

このように，ロケット・ミサイル兵器の研究開発と生産を背景にL-.宇宙開

発体制が，政府=科学技術庁を中心にして整備されるとともに，経団連を中心

とした。関連企業の開発，生産も軌道にのり， 現在では， 宇宙工業としての基

盤もいちおうととのってきた。

宇宙工業は，戦後，独占資本により，一貫して推進されてきた経済の重化学

工業化の高度化，多様化のなかで，付加価値の高い，資本集約的，技術集約的

産業として，また，研究開発そのものを産業・企業活動の対象とする典型的知

識集約的産業として，今後の産業構造高度化の先導的役割のにない手として，

国民経済において，重要な位置をしめるようになってきている。

宇宙開発は. (1)ロケット・ミサイノレの開発. (2)衛星の開発. (3)衛星利用技術

の開発，に大別できる。

そのうち， ロケット・ミサイノレの開発が，宇宙開発の中心的なもりとしてす

すめられてきた。

ところで，本来ロケット・ミサイノレの開発は，米国の実例からもあきらかな

ように，核空事頭運搬手段として開発され，衛星もまた軍事衛星として開発され

てきたものである。

わが国の宇宙開発は，軍事的目的のためではなし科学的目的のためであり，

平和的なものであることが，強調されている。軍事的開発とは無縁であり，科

学的，平和的なものである ζとを実証する例として，ベy':/ 1レ・ロケットには

じまる東大におけるロケ γ トの研究，製作，実験があげられる九 しかしなが

。経団連における宇宙開発関需の活動は， 1961年6月「宇宙平和利用特別委員会」の設置にはじ
まる。 1967;年11月の日米共同声明で，日米協力による宇宙開発が主要な一項目としてとりあげら
れるとともに，日米協力を背景にして，本格的な唖組体制をととのえるたわ宇宙平不可l用特E委
員会にかわり， 1968年6月宇宙開発推選会議〔関連企業約60社をもって構成〉を設置し，長期ピ
ションの推進，政府への建説国際協力の推進なと，積極的な活動がすすめられることになった。
の 19同年12月 東京大学生産投術研智所内につくられたロケット研究グル プ AVSA(超音速
航空工業連合研究会)が中むとなり， ロケットの研究がすすめられ.1955年4月には，プリン/
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【第 1表〕宇宙開発

瓦注宅町附年度 11田6年度|附年度 1 19四年度 I 1959年度 1 1剖 0年度

科学技術庁 。 O O 。 O 37，876 

文部省 17，42G 61，525 120，000 175，000 84，77G 167，461 

通商産業省 。 。 。 。 4，800 5，000 

運輸省 。 。 O 。 O O 

郵政省 。 。 o 。 。 25，000 

建設省 。 。 。 。 。 。
総 235，337 

年増加率 353.1 95.0 45.8 ← 48.8 162.7 

100 353 689 1，口04 514 1.351 

防衛庁 428，244 1，322，217 1，069，465 

年噌加率 208.8 -19.1 

言示王町 19田年度| 四 7年度 1 1蜘年度| 1969年度 | 197日年度

科学技術庁 (債)213，，580106 (債I)，148，600 
(債)1，874ρ50 [債)553，日741603，C96941 (債11613137568A，2叩33 

793 702，180 3，269，442 

文部省 2，700，417 (債3)，542291，，94C2O7 (債3)P503404β，4日370 (債3)5973日00，027，447 
(債)r，410，200l 

通商産業省 143，502 195，500 153，000 167，300 111，口口0

運輸省 101，144 91，631 145，816 124，331 152，631 

郵政省 206，392 (債)445671，，O8O4O6 (債14989，，41366 (債)418，O72U5日 (債)183，000 
619，464 122，72 299.391 

建設省 10，568 8，608 4，763 28，535 12，635 

総 社函r 1 (債)32 1 3 ， 5 1 0 || (債)I ，，81 28 1 500 |I [債)2 ，92 30 26 ，，9182 6 || [債) 6 ，01 68 M 6 4 |1 ( 債1)473，7 69975，4047 0 
，955，829 I 5，887，192 I 7，236，922 I 9，181，329 

年増加率 33.4 48.8 22.9 26.9 61.2 

22，702 33，786 41，532 52，691 84，921 

防衛庁 5，191，466 5，435，044 9，596，σ70 (債1)5l，，250444，，8163671| 

年増加率 400 4.7 76.6 62.0 

(注) 1) 教字は当初予算額

2) (債)は国庫債務負担行為

3) 防衛庁はミサイル関係干算。み。

(出所) ，宇宙開発ハソドプヅクJC昭和48.49午)， ，ロケッ I開発協議会会報JNo. 127， 137。



戦後日本における兵僻生産とその特曲につい1 (抽出 147 

関係予算

1961年度 1962年度 1963年度 1964年度 1965年度

72，191 (債)101，924 (債}337304，，476520 (債) 95，000 (債)115，.O30500 
215，211 625，710 762，3 

259，197 326，619 528，110 1，224，19] 2，000，~田

lu，500 16，000 9，500 75，373 81，400 。 o 。 18，160 20，988 

155，389 160，197 (債)160，，853279 
189 

288，662 97，251 

O 。 。 601 2，666 

(債)101，924 (債I)，O5361，287|| (債〉 9M，69mo7|| (債)115，，OO口62、
718，027 1，901 2，232 2，865 

111.3 44.4 47.9 110.3 32.8 

2，854 4，121 6，094 12，813 17，016 

1，258，174 757，144 961，748 5，441，557 3，7口9，404

23.6 39.8 27.0 465.8 31.8 

1971年度 1972年度 1973年度 1974年度 計

(債1)81，36IB6I3S329608 (債11438113C840 (債田5，603，380 (債)448S781210 135，323，159 
19.811.082 30，35R，279 ，612，678 

(債)917，760 (債) 778，541 (債) 800，921 (債)25，3048103，，516665 35，067，597 2，885，224. 3，268，317 3，808，596 

124，000 98，000 88，000 75，口口O 1，357，875 

315，507 (債) 274，200 (債)11669，，796094 I{責)3，154450914 4，936，889 
459，647 1，口52 2，454，130 

(債)269，200 (債) 189，180 1/責) 119，660 (債)4，581，778 5，774，901 
353，369 313，016 1，240，464 1，236，206 

12，36B 13.508 13，035 3，448 110，735 

(債、 9.368.6叩 I 1債山53161|(債仰町叩 I 1債)別14 田~I15，353，736 I 23，963，570 I 36，561，278 I 57，465，口27
182，576，156 

3.8 56.1 52.6 57.2 

88，113 137，524 209，821 329，785 

、
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ら，東京大学の研究開発であれ，科学技術庁の研究開発であれ，それが，直接

のH的は草事的利用ではなく，科学的，平和的利用に限定されたものであると

しても，軍事的に転用され，利用されないという保障は，現在まったくなし、。

なぜなら，

第 1には，科学技術の性格とその開発と利用の体制に問題があるからである。

すなわち，科学技術の進歩が，軍事技術を軸にLてしか実現されず，科学技術

を軍事的目的に利用することによ勺て，多大の利益を獲得する兵器生産者が存

在している経済体制のもとで，宇宙開発がすすめられているということである。

ロケット・ミサイノレの研究開発が，近代的兵器， とくに核弾頭運搬手段，軍事

衛星打上げのための研究開発としてはじめられたことは，兵器も商品であり，

その生産が重要な利潤源泉だからである。

ロケット・ミサイル，衛星の開発による宇宙の科学的活用は，軍事力を効率

的に近代化するための手段であり，宇宙の開発と利用は，軍事的利用ときりは

なしてはなりたたないのである九

第2は，直接には科学的，平和的目的にLか利用されないものであれ，軍事

的目的に利用されるものと，その研究開発と生産にたずさわる企業は同ーのも

のである。実際に，科学的目的のものであれ，軍事的に利用されるものであれ，

同一企業により生産されるという点から，科学的，平和的研究開発と生産が，

軍事H的に転用される危険性は，つねに存仕する。両者のあいだには一線が画

ノス自動車(現日産自動車)によるベγ ジル ロケット(長吉田orn)の初実験がおこなわれ，
その後，ベピー，カッパー，ラムダ， ξュ の各ロケットの製作，実験がおこなわれてきた.東
大のF ケットの研究開発に協力Lてきたりは，ロケット関孫企業3C社からなる観測ロケット生産
技術協議会(会長関義畏三菱電機社長)[1968年4月1日，経団連・宇宙開発推進会議に吸収]
である。
3) 日本兵器工業会機関誌「兵器と技術'J1968年6月号「巻頭一言」は，企業が，どのように考え
ているかを端的にのべている o ，---. (衛星通信申〉その広地域にわたって普遍性同時性をも
っ特徴から，防衛用通信として非常に効率的であり，その活用が期待される。 わが国の周辺
民活動言る自衛隊の艦艇，航空機も航行衛星を利用することにより，確実に任務を遂行すること
が，できるようになるであろうーこのようにみるときは， 科辛主主術の進歩にともない宇宙を
科学的に活用することが，防衛を効率的に近代化する大切な要奮であることが明瞭tあり，防衛
関慌を宇宙の開発と利用からしめだすようなことが，あってはならないのである。J(!ページ〕
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されており，軍事目的に転用されるおそれはないなどと考えることは，およそ

抽象的議論であり，現実的でない。軍事的利用に反対する勢力が弱まれば，軍

事目的に転用きれる可能性を現実性に転化する経済的基盤は存在しているから

である。

たとえば，科学的目的のための研究開発といわれている東大の糸川ロケ少ト

についても，防衛庁伊能元長官が i糸川氏はロケット研究について防衛庁に

協力して〈れる」と発言しているのをみてもあ雪らかなように，糸川カッバ-

6型の研究データは，防衛庁のミサイノレの研究開発に使われたことはまちがい

ないであろうへ このようなことがおこるのは，当初から，東大生産技術研究

所の各種ロケットの製作にたずさわってきた日産自動車，帝国火工などは，同

時に防衛庁の AAR(空対空ロケット〕や SSR(地対地ロケット〕の生産者である

ことからも，当然のことといえるであろう。東京大学宇宙航空研究所が， 1970 

年 9 月打上げたミ~ -4S1号機(科学衛星 MS-FI(重量62kgr)を積載〉は， 4段

目ロケヅトが点火せず，衛星を軌道にのせることに失敗したが，科学衛星をふ

くむ 1トン近い4段ロケットを 3，5日Okmも打土げたことは， ロケクトの推

力が，米国の原子力潜水艦に積載のポラリスに匹敵し， IRBM (中距離弾道弾〉

の水準にたっしているとも評価されている。

第 3は，法的規制の問題である。宇宙開発一元化のため， 1968年4月26日宇

宙開発委員会設置法が成立したとき， 原子力基本法第2条"とおなじ理念〈民

主，自主，公開四原則oにもとづき iすみやかに宇宙基本法の立法化を図る」

という付帯決議が，衆参両院の与野党一致でおこなわれた。しかし，その後，

政府は i技術的に困難」という理由で，基本法案を提出していない。したが

って，現在，宇宙開発の軍事的転用を防止する法的規制はまった〈ない。政府

のいう「技術的困難」は，ナイキ・ハ キュり ズとホークの「国産イじIにさ

4) i毎日J1959年 9月22口審問。

5) 原子力基本法第2条は， i原子力D研究，閲覧及び利用は，平和目的に限り，民主的な運吉の
下に，自主的にこれを行うものとし，ぞ白成果を公開し，進んで国際協力に資するものとする」
と規定し，いわゆる自主，民主，公開の原則を明示している。
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いし， 日米両国政府でとりかわされた細目協定で， 日本政府は，米国防総省が

指定した機密8完全な保護を義務づけられていることをみてもあきらかなよう

に，民主，自主，公聞の原則を明記した宇宙基本法の立法化は， ロケヅト・

サイノレ兵器の生産に支障をきたすことになるからである。わが国の宇宙開発は，

ロケット・ミサイル兵器の研究開発と生産が，現実におこなわれているもとで，

軍事的転用にたいするなんらの法的規制もなくすすめられているのである。

核弾頭の軍事的有効性は，その運搬手段であるロケット・ミサイノレと結合さ

れることにより，核兵器としてはじめて発揮されることからみても， ロケット

・ミサイノレの研究開発と生産が，なんらの法的規制もなく，原子力の開発にお

けるよりもよりいっそうの米国技術への依存，米国一辺倒ともいえる全面的依

存により，しかも秘密保護のもとにおいておこなわれていることは，宇宙開発

の軍事的利用の危険性をより高める要因となっている。

ところで，わが国の宇宙開発の，米国技術への全面的依存は，宇宙開発計画

をみればあきらかである。 すなわち， 宇宙開発事業団と宇宙開発委員会は，

1969年10月決定した宇宙開発計画 (1972年度に電離層観測衛星〔重量 85kgr)をQ

ロケットで~ 1974年度には実験用静止型通信衛星【重量 100kgr)をNロケットで， そ

札ぞれ打上げる計画〕を，全面的修正した新しい計圃を. 197口年10月に決定した。

新しい計画では，中型液体ロケット・エンジン技術士 刻も早く確立するため，

従来開発してきたQロケットの開発を中止し.Nロケットを，一段目に液体ロ

ケν ト，二段目と三段目に従来のQロケットの三段同と四段目を使う. 3j段式

ロケッ}に変更するという内容のものである。乙のように実用衛厘の打上げに

ついては，固体燃料を中心としたQロケット計画は中止され，液体燃料を中心

としたNロケットを開発することに変更された。その理由は，気象衛星や通信

衛星などの実用衛星が大型化L.重量が大きくなってきたので，固体ロケット

では，推力が不足する ζ と，固体ロケットでは誘導制御が困難で，気候や風向

に左右されやすいこと，などがあげられている。

しかし，より重要なことは，計画の改定で fNロケットの開発には，米国か
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ら技術導入をん巾に活用すべきであり，ライセンス生産， ノッグダウン生J産も

考慮すべきである」としていることである。すなわち，米国からの技術導入に

よるライセ γ ス生産が.Nロケット開発の前提eきれている。このようにして，

Nロケグトの開発は.Qロケクトの開発にくらべ，さらに米国への依存度がた

かまり，わが国の宇宙開発は.ほとんと全面的に米国依存のもとでおこなわれ

ることになったのである。

第 4は，米国との関係から生じる問題である。わが国の宇宙開発は. 1967年

11月15日の佐藤総理大臣とジョ γソン大統領との間の共同声明で， 日米協力に

よることが，原子力開発，海洋開発とならんで，重要な一項目としてあげられ

ている"。

この芦明からもあきらかなように， 日米首脳会談で，日本は I責任あるパ

ートナー・ γ ップ」として極東の安全保障のため日米共同防衛責任を果すため，

日米共同作戦のもとで，防衛範囲を拡大し，防衛力を増強することを引受けた

のである。 I安保条約を堅持することが両国の基本政策J(共同声明〉となっ亡

いるもとで，共同防衛責任を果すための防衛力増強りなか味はj自衛隊の近代

化による軍事的協力姿勢の強化であり，核時代のもとでの近代化の内容は，軍

事力の核武装化であるよとはいうまでもない九

6) 1967年lユ月15目白日米共同戸闘には，宇宙開発に関する協力を再検討し，将来の協力り可能性

を検討Licc.両者は.両国政府が宇宙空間の科学的研究及び平和利用のための南星を開発し，打

ち上げる ζとを中心に，かかる協力の可能性をさらに検討することに宜且が一致した.J
また1969年11月21日の佐藤総理大臣とニクソン大統領〉の閣の共同声明では，アポロ12号が月

面到着に成功したことについて0べたあと「総理大臣と犬統領は，宇宙0将来が科学分野におけ

る平和目的の諸事業についての協力関係をすべての国の聞において拡大する広範な機会をもたら

すものであることに意見の一致をみた。これに関連して，総理大臣は，日米両国が本年夏に宇宙

協力に関する取決めを結んだことを喜びとする旨述べた。総理大臣と大統領は，こり特別な計画

の実施が両国にとって重要なもDであることに意見の一致をみた」とのべられている。

7) 日米首脳会談にあたり，政府部内では，防禦的ということで核武装化することが論議の対象と

なったー当時，木村官房長官，下回駐米大使，増田防衛庁長官などが，沖縄の返還と関連し，核

武装化の必要を公然とのべていることをみても，防癒力増強のなか味が，核武装fじであることは
想品震にかたくない。

1967年9月18日，木村官房長官は，記者会見で，沖縄返還問閣にかんし「西太平洋の安全とい

うことを考え合わせると，その際交揖は{両忍の貧》となるだろう.したがって日木倒も棋問題

に関する交渉については《核持ち込み禁止》という従来の方針を検討課題とする可館性もありノ
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モの前提として，米側は， まず核持込みの自由を， 日本側が公然"と認める

ことを要求し，日本側は，米の要求を足がかりとし，自らの核武装化への道を

切りひら ζ うとしていることはあきらかである。日米軍事条約である日米安保

条約の堅持のみならず，共同防衛責任を積極的に果すことを約束した共同声明

のなかで，日米協力による宇宙開発が.重要な一項目としてとりあげられてい

ることは， 日米協力による宇宙開発が， 軍事的なものと無縁だといいきれな

い。日米宇宙開発協力をめ「りあきらかにされたジョ Yソン・メモがこのこと

をしめしている。 ジョ Y ソY ・メモというのは， 日米宇宙協力について米国

側の基本方針(宇宙開発協力のきいの条件〕をのべた覚え書き9)で， 1968年12月13

日，科学技術庁により発表されたものである。このメモには 1ロケ v トにつ

いては，米国は実用衛星を軌道に乗せるためのすべての技術開発について協力

する用意がある。ただし，この協力をすすめるにあたり，次の2点に闘し政府

聞の合意が必要であると考える。 1) 政府間あるいは民間企業聞の協定により

提供された技術または設備は平和目的に用いられるべきである。 2) 米国の協

力によ U得た技術または設備は中共またはソ連に穆転古志べきではない。また

他の第3固に対しては共通の輸出政策にもとづく日米間の取決めによってのみ

ノうるJ とのべている。 (1日経J1967年 9月18日〉
1967年10月3日， 卜回駐米大使は，記者会見で， 1アメリカが求めているのは，現在白沖詳甚墓

地の役割の承認とその自由使用である。沖縄'1)α核》を撤去して返還せよなどり考えは非現実的
である」と叩べ，沖縄施政権返還後も，沖帽の米軍基地が涯還前と同じ状態で使用できる ζと
を 日本側で保証する白でなければ，米側は返還に応ずまレ ーしたがって日木国民はハツキり
した態度をきめる品要がある，と発言L，物議をかもした.(1967年10月4.5目白各紙参照〕
1967年 10月6日 増田防衛庁長官は衆院内閣書員会で，日本の位政策は告製造しない，保孝子し
ない，持込まない》の 3原則だが，極東の平和と安全を守るうえで，この原則を直ちに沖縄に適
用するのは，基地の効果を蹴粧するq したがって特定の間外を設けるよLとも考えbれる，などと

のべているロ (1967年10月7日の吾紙参照)
8) 現在 ~'f:ì，わが国D核兵器の持込みは，ラロック証言などにより，否定できない事実となって

いる。じっさいに核兵器がわが国へ持込まれたのは， 1955年5月米軍の沖縄基地恒久化が決定さ
れたのちの， 7月には沖縄に， 8月には日本本土に原子砲が持込まれたときといえるであろう a

の いわゆるンョンソ γ メモは， 1968年 l月17日ジョンソン士使から佐藤首相に直接手渡された
ものであるロそD内容は両国の約東で秘密にされていたが，ジョンソン大使が， 1岨8年12月12日
経団連白宇宙開発推進会議園際部会で，その内容の一部を一方的にあきらかにしたため， 13日科

学技術庁が発表したものである。
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移転さるべきである」とのべられ，機密の保証や「米国からむ投術の提供は f

ンテノレサット協定に矛盾しない実用圏内組織または純試験的な通信衛星に用い

る場合に行うこととしたい」など園内利用にかぎるなどの条件についでのべら

れている。

ところが，科学技術庁が13円発表したメモは，軍事利用の部分を隠して発表

されたものであることが17日あ雪らかになった。 17日あきらかになった原文で

は，上に引用した13日発表のゴヂックの部分は I次の2点在含む協定締結を

希望する」となっており I政府間の合意」ではなく「政府間の協定」すなわ

ち，中ソを対象とした機密保護協定の締結を明確に要求している。

「技術または設備は・ 」とある部分は，原文では「…・・技術または設備は，

相互に別段の合意ある場合を除き，平和目的に用いられるべきである」となっ

ている問。 この部分は，各紙も指摘しているように，日米両国が合意すれは

日本は，米国からえた宇宙開発の技術や設備を軍事目的に転用できることをほ

のめかしている。

さらに13日発表の「米国の協力により得た技術または設備は中共またはソ連

に移転さるべきではない・ ・」の個所は I中共またはソ連に移転さるべきで

はない」のまえに「し、かなる方法によっても，いかなる状況りもとでも」が削

除されていることがあきらかになった回。

以上のように，日米宇宙開発協力にたし、する米国側。基本構想をしめしたデ

ョンソン・メそが， 1) 日本側によって 1年遅〈も極秘にされていたこと， 2) 

米国世!lが公表したことによって，科学技術庁からはじめて，かつ突然公表きれ

たこと， 3) lかも科学技術庁発表のメモは，重要な個所が削除され.あるい

は表現が変えられていたことは，安保条約堅持のもとでの日米宇宙開発協力が，

軍事的性格をもたないという保障のないことを明確にしめしている。

10) r朝日J1968年四月18日，そD他各紙参照。
11) 1968年12月23日，政府が発表した米側メモによる。なお， 12月23日政府発表の米側メそでは，
「朝日J(12月 18~) 記事では「つぎの 2点を古む協定締結を希望ずる」と L寸個所は「つぎの2
点を古む合意を得たいと考えている」となっている。
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兵器が資本に利潤を保証する商品として生産される経済制度のもとで，民主，

自主，公開の原則は無視きれ，しかも安保条約を軸に，軍事的・政治的・経済

的に従属的依存関係にある米国との緊密な協力(米国技術への依存度は原子力に〈

らべはるかに高く，全面的依存ともいえる〕によりすすめられているわが国の宇宙

開発は，その当初より， ロケット・ミサイノレ兵器の研究開発が基軸になってき

たζとも〈わえ，軍事的転用の危険はとくに大きいο

また，軍事的転用とはいわないまでも I大型ロケットの打上げあるいは飛

しょう等に伴う安全等わが国にとって全く未経験J12lであり， ロケット燃料に

よる汚染，その他の危険性を防止するための措置は，まったく手につけられて

いない。

本稿では，宇宙開発の基軸になってきた， ロケット・ミサイノレ兵器の研究開

発と生産，およびその特徴についてのべることにしたい。

I 

ロラッ?・ミサイノレ兵器は，大別して， 1) ロケット・ミサイノレの本体， 2) 

ロケット・エンジン， 3) 推進剤， 4) 発射設備， 5) 索敵探知装置， 6) 誘

導白動射撃管制装置， 7) 自動目標追尾装置などで構成されている。 5，6， 7 
¥ 

の装置は，電子計算機と情報伝達通信技術により作動する。ロケット ミサイ

ノレは，それが有効に作動し， 目的を達成するためには， 超高・低温，真空(，町

重力)， 宇宙ジンなど， 厳しい環境に耐え， その条件の変化に対応して作動し

うる素材，設計，加工が必要である。また p ケット・ミサイノレは，相互に連

鎖関係をもっ多数の部品の集合体〔兵器ではないが，東大ロケット・ミュ 4S1号機

は， ミュー・ロケット43，口00，積載機器42，000，科学衛星33，000，合計 118，口 QA:lの部品

からなっている〕であり，有効に作動するには，高度な信頼性をもったものでな

ければならない。

ロケット・ミサイル兵器は，高度な科学技術と材料，電子，機械，冶金， lJlt 

12) Iロケット開発協議会会報JNo. 193， 39ベージ。
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E第2表〕 寸、型誘導ミサイノレ生産関係部門の比率

部門 JJ百 百十

電気 17.5 22.6 4U.1 I 
53.7 

l 旧 -.1
67 

l光学 -1 ~I 
機械航空 11.1 I - I 11.1 

ノ精 機 -1 661 6.6
31.6 

言十 測 -.!351 13.5 

給、 8.0 

計 100.0 

(出所 r日本ロケット開発協議会会報.JNo. 131， 1968年8，~. 17へ ジ。

外ーなど，基礎科学はもとより，総合構造設計技術など，応用工業にいたる広い

分野の複雑 C多岐にわたる技術の有機的，総合的体系化の産物であり，航空機

工業，電子工業，機械工業を中心とした多数の関連部門の生産物の総合体であ

る。

ミサイパは，総費用からみたばあい，およそその30%は管制装置を主体とす

る地上設備であり. 60%が飛しょう休だ主いわれている。きらに，飛しょう体

の5日%は電子機器および制御装置であるのまた，小型誘導ミサイル生産関係部

門の比率は第2表のとおりであるが，電気部門は53.7%を占めている。以上の

ことからもあきらかなように， ミサイノレは，電子計算機をはじめ電子機器が，

重要な部分を占めており，高度の電子技術の集大成である， ということができ

る。さらに，誘導性が高くなればなるほど，電子機器関係の比率は大きくなる。

ところでもともと電子技術は，軍事技術として開発されたものである。たとえ

ば IC(集積回路〕は， ミサイノレ開発の副産物であるように，電子工業は， ミサ
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イノレをはじめ軍事技術に基礎をおき，発展してきたのである。このことは， も

ちろん，たとえそれが軍事上の要求から開発がはじまったとはいえ，開発され

た技術の一部が，民需産業の発展や国民生活の向上に寄与した側面のある乙と

を否定するものではない。

わが国の宇宙開発も， ロケット・ミサイル兵器の研究開発からはじまり，ナ

イキ，ホークなどの導入技術による園内生産をもとに，宇宙工業の基礎がつ〈

られたのである。

宇宙工業は，研究開発の当初から軍事的性格をもったものとして発展してき

た。また，その生産物であるロケット・ミサイル本体および衛星は，直接軍事

的目的のために生産されたものではないとしても，生産物の性格から，ただち

に軍事的目的に転用される危険をもっている(たとえば，核弾頭を打ち上げるロケ

ットと通信衛星を打ち上げるロケットとは，ともに，その基本的構造はかわらない。ま

た，通信衛星は，ただちに軍事目的に転用できる)。

近代的兵器とくにロケット・ミサイノレ兵器は，陳腐化が早い。このため，不

断の研究開発を必要とする。宇宙工業は資本負担の大きい連続開発産業である。

しかも多部門との関連のうえになりたつ総合的産業である。しかも個々の関連

部門の生産物および最終生産物にたいする高度の信頼性を必要とする。これら

のことは，資本系列をこえて，関連企業の技術的結合=系列化をひきおこし，

シ兄テム・エンジエアリ γグを生みだす。との上うな特徴をもっミサイノレ兵器

ジ見テム，(weap皿 system)の生産体系は，軍事用牛産物とLてのミサイノレ兵器

が，生産量の多少にかかわらず，関連企業，関連部門，国民経済全体に影響を

およぼし，経済構造の質的変化をうながす。

数十分のうちに主要な目標の攻撃を可能とする核兵器(核弾頭+ミサイル〕の

出現は，もしそれを使用するという暴挙があえてなされたばあし、(情報処理上の

ミスによっておこるばあいもありうる)， 数分のあいだに， それを探知L-，有効な

対策を構じなければ，壊滅的打撃をうける危険性をつくりだした。従来の戦争

におけるように，攻撃をうけてから，時聞をかけて動員し，戦闘の用意をとと
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のえる余裕はない。 第 1線装備をつねに作戦待機〈そり任務にたいし最大限に待

機〉の状態におき， 軍事力をいつでも即応できる態勢においてお〈ことが必要

となる13)。装備の即応態勢を維持するためには，近代的兵器技術と生産体系が

現実に存在していること，新技術の開発能力を維持し，不断に向上させること

が必要である。たんなる潜在工業力3 戦争状態が発生してから拡大される工業

力の存在だけでは即応態勢はとれない。 ミサイノレ兵器やパッジ・シ兄テムなど

の近代的装備にとっては，従来のような軍事力と経済との関係，すなわち，潜

在工業力を兵器生産の主体とみなし，戦争状態発生後にそれを動員すればよい，

という関係では，その機能を十分に発揮することはできない。 ミサイノレ兵器や

バッジ・システムなど近代的装備品の維持と運用のためには，部隊と生産工場

とのあいだに境界をおくことはできなくなり，生産工場も即応可能な兵姑基地

の一部として維持し，活動されなければならない。ミサイル兵器など近代的兵

器シλ テムは，軍事力と軍事生産力と叩関係をかえ，己れにおうじて経済構造

にも影響を与え，変化をひきおこす。

以上のように，宇宙開発四歴史的経過からみても，また，その生産物の性格

からしても，宇宙工業の生産物が，軍事用のものか非軍事用かというもがいは，

その外装だけであって，中身はほとんどかわらない。ロケット・ミサイノレなど

の宇宙工業の生産物は，他の部門にくらべて，軍事用生産物(直接人畜を殺傷¥.-，

建物，器物などを破壊する核弾頭の運搬手段としての兵器〕と非軍事用生産物とのあ

いだには， ほとんど境界を引くことは不可能である(いわゆる総力戦では，被服

13) 第3次防衛力整備計画の大綱には，整備すべき「抑止力として有効な防衛力」は「通宇手苧10

喜子原唾苧Y:Y"2号喧亨態に対し最も有効に対応しうる効率的なものを目標Jさい r壱亨の際
すみやかに事簡に舟処(.，行動能力を継続的に維持しう号ょう弾薬の確保等後方体制白充実を図

る」とりべられている。 r白長会長5自由岡崎孟謁t.cモ侵略に対する抑止力として有効な防衛
力を整惜」し「省事の除す4やかに事態に対処し，行動能力を継続的に維持しうるよう後方体制
の充実を図る」という方針は， ミサイル兵器やパッジ システムの装備とあわせ考えれば，それ

は即応態勢白確立を図る，ということである。
また，核兵器が「抑止力」司もっとも重要な手段として拡充競争がおこなわれている現在，
「日米安全保障体制士基調とした抑止力として有効な防高力の整備」ということは， ミサイル兵
器の増強左あわぜ考えるPき，哲男?君事の持込み白みならず.輯兵器の圏内での生産にまですすむ

危段性は大きいD
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等もただちに軍事用に転用されるが，直接人畜を殺傷し，建物，器物などを破壊する兵

器ではなしこの点両者の性格は，まった〈ことなっている)という特徴をもってい

る14)。

つぎに， ロケット・ミサイノレ兵器の研究開発が， どのようにすすめられたか

をみてみよう。

1I 

朝鮮戦争による特需(米軍の域外調達〕を契機として軍需生産が再開された。

当初は，損傷兵器の修理と部品生産が中心であった古え 1952年5月から米軍に

よる完成兵器の発注がはじまり， 同年後半から生産は急J主に活j援となった。

1952年には砲控，迫撃砲の生産が中心で， その生産額は1億4，500万円にすぎな

かったが， 1953年には，生産機種も多くなり， ロケット弾の発射機なども生産

されるようになり， 生産額も49億8，000万円〔時計工業の生産額に匹敵)に急増し

た。 p ケット弾そのものではないが， ロケ γ ト兵器関係の機器の生虚は，戦後

ιれがはじめてである。

軍需生産の再開を 1つのテコにして，米国技術の導入により，技術的空白士

埋め，電力，鉄鋼，化学など基礎部門の整備拡充とそり近代化，合理化が独占

資本によってすすめられた。それは，国際競争力を強化することによって，海

外進出をはかるとともに，米国を中心とした集団防衛止円本の工業力を活用す

るためでもあった。この過程は，独占資本の拡大再生産の基盤とその機構を整

備・確立する過程であった。

戦後，米軍特需により再開されたわが国の軍需生産の特徴は，わが圃の独立

14) アポロ11号。有人月到着成功後，米国では，宇宙技術への管理政策が，大巾に緩和され， Nロ
ケット開発のため，わが国にそ申技術が供与される，重さ 340kgrの静止衛星， 240 kgrの月ロ
ケヅトの打上げ能力をもっ「ソー デルタJ(Thor-Del担〕は，かつて在費韮主地に配備されていた
米空軍の IRBM(中距離弾道ミサイル)rソ-1をNASAが人工衛星打上げ用に転用し，改良し
たものである。また，一人乗り衛星船マーキュリーを打」封2た「アトラスJ(Atl曲)は， ICBM 
(大世間弾道ミサイル〕として開発され 1965年以降宇宙開発用に転用されたものでゐるー有人
宇宙滑空機ダイナ ソアの打上げ用の「タイタン 3CJもICBMから転用されたもりである。
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を自主的に保証する軍隊の需要にこたえる自主的活動としてではなし米国の

極東軍事戦略の遂行に協力するための下請的軍需生産としてはじまったことで

ある。独占資本にとって，米軍の発注におうじることにより再開された軍需生

産は，自己の地位と力を復活強化するため，このうえもない機会であった。独

占資本にとっては，自己の地位と力を回復するには，憲法により禁止された兵

器生産であろうと，その手段を土らばなかった。米軍の発注という ζとを「錦

の御旗」にして，ただちに兵器生産体制の整備に着手したのである。

このような特徴をもった戦後わが国の軍需生産は，その後，占領軍の指令に

より，警察予備隊という名のもとに再生された軍隊に装備を給供L，その戦カ

を強化するため，主として米薗からの導入技術にもとづき，積極的に保護育成

されることになった。

すでに，警察予備隊時代の1952年9月に，軍備拡五計画の立案を任務とする

制度調査委員会が設置され r防衛計画」り策定，すなわち軍事)Jの計画的増

強計画の策疋がはじめられた15)。軍事力増強計画の策定に対応し. 1952年9月

11日兵器生産は重要産業に指定され，旧軍工廠士利用するため，その民間への

払下げ方針が決定された。このようにして，同年10月3日，軍需産業は r取

締り」の対象から r保護」対象となり，積極的育成政策がすすめられるこ E

になった。

現在，わが国の工業は，その構造の点では，鉄鋼，造船.石油化学，電子工

業など，重化学工業を基幹とする加工度の高い構造をもち，規模も大きく，生

序力の水準は高い。

戦後，工業生産にしめる兵器生産高，すなわち防衛庁需要としての生産額の

比重は，大きくはない。しかしながら，例外なく軍事技術の研究・開発にもと

づき，近代的兵器の生産部門として形成され，今日先端産業といわれている航

空機，宇宙，原子力，海洋開発の各産業部門は，導入技術にもとづくものとは

15) 制度調査委員会で策定がすすめられていた「防衛力整備計画j第l次宰は，はやくも195出1'5
月に報告されている。
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いえ，研究・開発の段階を経て，定着しつつあり，国民経済において重要な位

置をしめるようになってきている。

これらの部門の中心となっているのは，三菱重工業，川崎重工業，石川島播

磨重工，富士重工.三菱電機ら目立，東芝，日電などの大企業であり，これら

の企業は，軍需生産の中核でもある。

戦後の軍事技術は，ほとんどが米国からの導入技術ではあるが，近代的生産

管理法，経営管理技術の導入とあわせ，現在p わが国は，ほとんどの通常兵器

を生産する能力をもち，小銃，戦車，艦艇などは，輸出商品としても国際的競

争力を十分そなえるまでになっている。

戦後の軍需生産は，第 3 次防衛力整備計画 C1967~71年)により幼児期を脱し，

3 次防，第 4 次防衛力整備計画(l972~76年〕では，軍事力の拡充計画にしたが

い，国家市場という形態での需要拡大により，重要な利潤源泉部門として期待

されるようになってきた。装備の近代化をめざす3次防および4次防による軍

需の増大を予想しτ，航空宇宙関係部門を中心に投資'"'がおこなわれ亡きたロ

ょのことは，軍備拡充計画 (3次防および4次防〕が， 市場拡人の重要な要因

となってきた乙と，同時に航空機，宇宙，電T工業部門を軸とした軍需生産と

軍事技術が，個別企業りみならず，圃民経済におし、ても不可分の構成部分にな

ってきた己とをしめしている。

また，わが国工業の構造，発展水準の現状は，原料，資材，資金などの補給

が保評きれるなら，膨大な軍需生産能力を発揮しうる基盤が存在していること

をしめしている。

16) 川崎重工業では. r将来の宇宙開発部門へ田本格進出に備えτ，防衛庁向け、サイル部門り強
化を急ぐ方針で，現在航空機事業部(岐阜〉にある飛しょう体部を分離したうえ，事業内容を拡
充して独立事業部に昇格J (r毎日J1969. 7. 2めさせ墨ことが検討され，また「ミサイル閥発
白ため， 1973年までに岐阜工場に約10憧円の賢金を投じて音響試験室などの鉱充JCr日刊工業1
1969. 8. 17)がはかられた。多額の資金を投じ， ミサイル開発に積極的な構えをLめしている
申は，防衛庁需要の獲得とともに「ミサイル技術の習得を通じて将来の宇宙開晃に臨む力をつけ
るj[内麗E電二取締役)cr毎日J1969. 7. 2のためにほかならない。
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III 

主己ろで，戦後，わが国で軍事投術の研究開発が，公然と開始されたのは，

1952年，保安庁技術研究所の発足とともにである。当初怯，米軍供与の装備品

を国産化するための研究からはじまり，参考兵器の輸入，技術導入による外国

技術の習得，独自の設計による兵器の開発へとすすんだのである目。

近代的装備により軍事力を増強するため，兵器の研究開発で， とくに早くか

ら力がいれられてきたのは，誘導弾(ミサイル兵器〉であった。

すでに1953年には，誘導弾装備の必要が指摘されている。その理由は「誘導

兵器は誘導装置を改って兵器の命中精度を極度に向上せしめたばかりでなく，

無人なるが故に兵器の綜合性能及用法上，其の能力を画期的に増大せしめ得た。

特に地形地物に影響されること砂<，且機動戦である空海の諸作戦に於いては

其の効果は絶大であって，今後主兵的地位を占むることは確実である。従って

島国の防衛上絶対欠くことの出来ない兵器であって， CI本の防衛はこれなく L

て成立しないであろう」聞という点にある。すなわち「日本り防衛の第1線は

空海であって， 日本り周辺の制空，制海権を確保し，海外交通線を維持し得る

ならば，日本に対する直接侵略は起り得ず，園民生活は確保し得られる，従フ

て今後における日本防衛の成否はーに掛勺て誘導兵器の質と量の如何にありと

云うも過言ではない。換言するならば円本防衛に於ける誘導兵器の価値は比較

的なものでなく寧ろ絶対的なものであるy9lという認識にもとづ雪， i誘導長器

そのものは高価であるが，その兵術的価値及効率を考慮するならば，決して不

経済な兵器ではない。寧ろ日本の自主的防衛上第二義的兵力を削減して此種兵

17) 技前研究所(1958年に技術研究本部に改組拡充〉における研先は，米軍装備品の「国是正化」に

中心がおかれた第1期 (1952"-'570年)， 日本の具体的条件に適合した兵器の開発に重点がおかれ

た第2期 (1958~1962年)，新らしい技術にもとづく新兵器￠開発(対潜飛行艇など〕がすすめ

られた第 3 期 (1963~67年)，さらに XC-1 (輸送機)， XT-2 (高等練習機〉などの自主開発へ

とすすむ第4期 (1968年以降)に区分することができる。

18) 部外参考資料 D-56I誘革兵器に就いてJ2へ ~; a 

19) 向上， 21へーク。
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容の整備に重点」叫がおかれたのである。

このように， ミサイノレ兵器は，兵術上画期的意義をもつものであるとの認識

にもとづき. I核，非核用りいずれを問わず，将来ミサイノレを装備することJ21l

が防衛庁の基本方針となった。当時はまだ，誘導弾を圏内でただちに生産する

ととは，技術的に不可能であった。しかし，誘導弾なくしては「日本の自主的

防衛は不可能」であるとの胃出hから. I人的要素に於いて，予算的措置に於い

て，技術行政に関する組織及運用に於いて，将又官民技術力の綜合的活用に於

いてJ22)抜本的措置を講じるとともに， できるかぎり技術導入をはかることに

なったのである。

誘導弾にたし、するこのような方針にもとづき. 1954年10月には防衛庁内局に

「誘2草飛しょう体研究委員会j が設置され， ロケット・ミサイノレ兵器の研究開

発についての長期計画が論議された。技術研究所では，その基礎的研究・開発

がおこなわれることになり，同所内に1955年 8月ミサイル研究のため特別調査

室が設置された。

さらに，ロケット・ミサイル兵器の技術を習得するため，防衛庁は. 1955年，

スイスのエリコン社から， 地対空訓練用ミサイルの購入を計画 (1958年度購入〕

し円対戦車ミサイノレ (ATM). スパロ一級空対空ミサイノレ (AAM)の試作開

発や，短匝商社地対空 ξサイノレ(短 SAM). 30型ロケットなどの研究がはじめら

れた。

1956年以降， ロケ γトーミ叶イノレの研究開発は，いっそう具体的になった。

防衛庁は. 1956年に，研究開発用として，米側に 7種類のミ+イんの供与を中

入れている。 1957年6月4日，国防会議は「防衛カ整備目標についてIの決定

のなかで「特に科学技術の進歩に即応して新式武器の研究開発の促進を図る!

四〉同上， 2-3ヘジ。

21) 1959年5月26日の記者会見での伊能防衛庁長官の発言。 正「朝日J1959牛5月27日〉
22) 部外参考賢料 D-56I誘導兵器に就いてJ25ページ。
23) スイス白エリコン社的地対空ミサイルは，合劫射程 20km田小型軽量 (250kgr)のもの己
商品として諸外圃に輸出しているため，その製造権の獲得を考慮して購入された。
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方針をうちだし，防衛庁もまた， ロケット・ミサイノレなど「新式武器等の研究

開発計画」を発表したひ

1958年，防衛庁・技術研究本部の設置に Eもない， ロケヅト，ザイルの研

究開発が強化きれた。同年秋，シャフ米国防次官補代理は，日本の軍事態勢，軍

需産業視祭のため来日 L.防衛庁幹部や植村経団連副会長らと会談した。その

さい，日本の工業力，技術水準から，日本の極東における軍事的地位について

再認識し， 日本も将来の防衛力強化のため， ミサイノレの生産(米側が考えていた

のは地対空ミサイル「ホーク」の生産であった〕刊を始めるべきとの意向を固めた

といわれ，防衛庁も，第2次防衛力整備計画中 (1田2.......64年〉に，是が非でも自

衛隊のミサイノレ装備をもりこむため25'. スイスのエリコン社からは地対空ミサ

イノレを購入し，技術の習得制をはかるなど， ロケット・ミサイノレ兵器の研究開

発は，急速に具体化されることになった。

また. 1956年度には，川崎重工業(本体〕を中心に， 日本電気〔誘導装置). !it' 

イセノレ(推進剤).藤倉電線(ワイヤー〉などの協力により，研究開発がはじめら

れた対戦車誘導弾 (ATM)は. 1957年度に部分試作され. 1963年度には実用試

験を終え，陸上自衛隊の装備品として正式に採用された。 己の対戦車誘導弾町

は，実用ミ+イノレとして，最初に圏内で開発され，生産されたもりである。毎

年約5日0発，企額にして年間約8億円削の需要があり，今日にいたっている。

24) 1959す5月22日，米下院歳出委員会で，シャフ国務次官補代理はj 日本が「ホークJの生産に
毒加することを考慮している旨の発言をLたことからもあきらかである。(1959年5月24日「朝
日J，r毎日」その他参照〕
またz 数日韓の1959年5月26日に，記者会毘で3 伊能防衛庁長官は， rホーグについても米，
英国が援助してくれるならば，これを装備したL、し，また国産もしたいJcr朝日J1959年5月2
7日〉とのべていることかbみても.1958年秋γ ャフ国務次官補代理が来日したさい， rホ ク」
をふくめ，自衛隊のミサイル装備白方針む具体化について話しあわれたことは確かであろう G
.25) 1 1:1経」回目年 5 月 Z7~宰照。

26) 三菱電機は，エリヨン社と誘導弾の技術提携をし， それを国産化して，東南アンア諸国へ輸出

することを計画していた。
27) 64式戦車誘導弾は，有鯨誘導による近距離の動目標撃暁を目的としたもり.生長 1，ωOmm，
胴体直径 120mrn，重量 15.7kgr，速度 85m/l弘有効射程約 1，5帥田。発射装置は操縦器，
眼鏡，電話器，送信器，制調器，分電器，点検器などから構成されている。
28) r日刊士業J，r日経J1965年7月22日参照.
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おなじく， 三菱重工業を中心に， 研究開発に着手された空対空ミサイル

(AAM-I)制は， 1963年テストに成功， 1968年には実用試験をおわり，航空自衛

隊り戦闘機 F-I04J塔載用として量産されてい品。

1957年 B月から， 日産自動車を中心に， リコ一時計， 日本製鋼所， 日本油

脂(ノヮプ系国体推進剤担当〕などり協力で， 開発に着手された大型ロケ少ト弾

。SR)は，当初直径 200m/m，長さ約 4.5mのものであったが，威力増強の
ため1960年に直径 300m/mロケットに変更して開発がすすめられ， 6次にわ

たる試作を経て， 1965年には試射に成功， 1968年には68式30型ロケ v ト叫とし

て仮制式に制定された。

1953年以来，多額の費用をつぎこみ， ロケット・ミサイノレの研究開発がすす

められてきたにもかかわらず， 約20年を経た1971年現在， 防衛庁(技術研究本

自りと関連企業が研究開発してきたロケット・ミサイルのうち， 開発が成功し，

実用化されたものは，さきにものべたように，わずかに，陸上自衛隊の64式対

戦車誘導弾 (ATM)[1956年開発着手， 1963年仮制式化，製作担当・川崎重工

業J，68式30型ロケット [1957年開発着手， 1968年仮制式化，製作担当・日産

自動車〕および航空自衛隊の空対空ミサイル (F-86F，F-104J用 IR-AAMI型〉

[1956年開発着手， 1968年実用試験終了，製作担当・三菱重工莱〕にすぎない。

また， このほかレーダー・ホーミ γF方式のものとして開発された AAM

は3 一部試作されたりみで，開発が中止されたものもあるロ

多額の予算がつぎ乙まれたにもかかわらず〔第1表，防衛庁の欄参照)，その結

29) AAM-Iは， F-104]塔哉のサイドワインダー[米海軍の NOTSが開発したものを FMSを
つうじ，防衛庁が輸入(1尭約100万円))一一航空自衛隊は約1，000発保有(I日刊工業J1969， 
10. 21]一一ーにかわるものとして開発されたものである， 1968年度に装備するため20発がはじめ
て三菱重工に発注された.価格は約7，000万円であり， 1尭約350'万円になる(サイドワイ γダー
輸入価格の拘35倍)01969'年度には33C発，金額忙して13置8，?70'万円分が発注きれたが単価は1
発約'419方円一回目年度にくらべ2C弘以上高くなっている.(I日刊航空通信J1968. 2. 2およ叫
1969. 10. 3) 
30) 68式3C型ロケットは，敵第一線師団自全縦深を柑圧するに十分な射程(有効射程 25k皿以上)
をもち，地域射撃を主として急襲的大火刀を尭揮tきる，自走式で機動的な特科火力として，陸
上自衛隊装備の地対地大型ロケヅトである。
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果が好まし〈ないのは，技術上の困難ということにもあろうが，兵器の開発そ

のものが，莫大な浪費をともなうことをしめしてレる。

つぎに， ロケット・ミサイノレ兵器の生産に，財界はどのように対応したかを

みてみよう。

IV 

財界では， まだ「誘導弾ということば自体が禁句であるかのごとき状態」叩

であった1957~58年こ、ろ，すでに誘導弾は I近い将来欠くことのできない主

要装備となることは必然の成行きであると察知」担'L-， I機を失せず策を講じJ33)

情報の収集や研究をすすめるため，経団連・防衛産業委員会所属の兵器，航空，

電気の3専門委員会の共同部会として. 1953年9月30日東芝， 日本電気，北辰

電機，目立，川崎航空，東京計器，東京航空計器，富士精密，三菱造船，新三

菱重工日平産業，日本無線，日本ジェットェγ ジγ，神戸工業の14社で構成

される誘導弾部会が設置された。

同年11月5日には，誘導弾は「関係する万面が仏く，共同部会では不都合な

点J""があるとし-C.独立した別個の組織の GM懇談会に改組された。しかし，

誘導弾は I多方面の科学技術の総合であり，その研究開発にあたっては，企

業聞の連携が必要である ζ とから，緊密な協力機構を確立し，軍事的要求に応

じた組織的ー系統的運営ができるようにするため，さらに同年12月4日，民聞

の新らしい一元的機構としての懇談会劃に改組される ttもに， 秘揖保持の内

31) r防宿生産委員会十年史J136ぺ 九
32) 向上。

33) 同上。

34) 同上.

35) 新発足したGM懇談会の「構成J.r当面白活動方針」および「当面の運吉要領」は，つぎのと
おりである。
rl11 (構成JGM懇談会はこれをGMに関する民聞の一元的な機構とする~ (2) 構成メンバー
は現在の段階においては最小限の関保各社，l:L.差し当り従当経由14社正する句研賓の進捗するに
従って，新たに関部会社の参加の必要が生じたときは，その都度検討する o 181 議長，副議長は
従来。会長，副会長のままとする。 (4) GM懇談合に事務局幹事会を設け』 ζの幹事会がGM懇
談会白運営に関する企画立案することとする。 151 事務局幹事会は，差し当り防布生産委員会/
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規等がつくられ，誘導弾の生産をめざし，その態勢をつくるため本格的活動が

はじめられた3

このようにして， 1954年には，態勢がための段階から，実質的活動段階には

いることになった。 10月保安庁に設置された誘導飛朔体研究委員会に対応し，

1954年 3月19日， GM懇談会にも技術委員会 f委員長北辰電機社長清水荘平氏〕が

つくられ，従来の14社にくわえて，三菱電機，富士重工業， 日本航空電子工業

の 3社がくわわり， 17社になった。

保安庁の防衛庁への昇格(1954年7月)， 陸海の 2軍にくわえ，空軍の創設を

ひかえ，技術委員会のなかに4分科会話】がつfられ， 防衛庁との密接な連けい

のもとに， GM研究開発計画の樹立など実質的活動をおこなう態勢がつ〈られ

主こ。

防衛庁発足直後の1954年9月28日， GM懇談会は iGM研究方針に関する意

見書」を決定した。この意見書は，誘導弾の研究，試作，生産についての長期

計闘を具体的にのべたもので.財界が，誘導弾の研究開発に，し、かに熱心であ

ったかをしめし亡いる。

ζの「志見書」り要旨'"は，つぎのとおりである。

1 急速に成果を収めることを目途とするが，これがため，今ただちに外国技術白

審議室委員馬淵良逸.日本兵器工業会事輯局長熊谷止昭，日本航空工業会専務理事有薪三陸と，

GM懇談会議長補佐千賀鉄也(経団匙経済協力部長)'" 4民で構成する o 161 GM懇談会の事務
は防衛生産委員会において行う.

[当両の活動方針1 (1) GMに関する行政ならびに研究機帯¢研究立案。 1'1 GMに関する資
料の蒐集整理および文献目録の作成配布， 131 GMに関する研究および製造工場の現状調査。 141
関係学会，工場等における技荷者および脚時中関連研究にたずさわった研究者のリスト作成o (5) 

先ず着手すべきGMの種類，方式等に関する応の研究。
C当面白連世要閣) rGM懇談会は一元的な民間機構として，また関係業界白共同組織として，

応独自の活動を行なうが，特に対外関部等でその活動を強くするため.そD最終責任は防荷生

産委員会がとるべきものとする。J (1防衛生産委員会十年史J138-139へ ジ〕
36) 1954年6月19日，研究開発の内容におうじ，つぎの4分科会が新設された回すなわち，投宿研
究に関する一般方針の東定，各分科合閣の連絡調整，研究の促進，生産，資源の調査研究をおこ

なう第1分科会 ロケット等の推進機関および噴進導田研究をおこなう第2分科会，堕力および

飛淘体(ジャイロを含む)の研究をおこなう第3分科会，ニqノクトロニクスにかんする研究をお

こなう第4分科会.

37) 防衛生産委員会十年史J141-142ベータ。
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導入に依存するという方法によることは，次の理由に上り極力それを避ける。

(1) 現在進歩したGMを保有守ると恩われるアメリカ，イギリスとともに，機密

保持の見地からこれを国外に出すとは思われない。

但〉スイス白エリコン社には輸出の意思があるがz 性能は必ずしも高くなしそ

の価値は参考品たるにとどまるものと思われる。

(的完成品の輸入は研究の時間と費用とを省くもDと，ややもすれば信じられる

四であるが，こりために生々基礎自研究を怠る ζととなり，かえって将来の発

展に対応する能力を失い，常に外国の糟粕をなめるのほかない状態となる倶れ

がある。

(4) 完成品の輸入に巨額の外貨を使用することは，外国の会社t研究費を与える

ようなものだから，むしろこの経費を園内の研究および施設の充実にあてるべ

きである。

2 できるだけ経費を節減する方法をとる。こpため，次の点を考慮する必要があ

る。

(1) テスト・ミサイノレを合理的系統的に選択し，また国情に適する独自の方式を

採用する。

(2) 研究の組織を単一化し，無駄な重複を避ける。

(3) 原則として競争方式によることを避ける。

(4) 研究成果についての情報を相互に交換することに遺憾のないよう適切な措置

を講ずる。機会は均等に与えられるべきであるが，研究の優先権は認める。

(5) 研究対象を選択し，あれもこれもとLづ方法を採らない。

3 実施の段陪ではGMの研究，試作，生産の 3に分かれる。研究は基礎研究であ

って，この段階では全部の緊密な協力によって行なうことと~.会社間の系列を考え

ない。試作は武器系統としての試作で，会社の系統が多少考慮せらるべきであろう。

生産となれば当然系列を考える必要がある。

4 計画の実施に当っ亡は，各会社における独自由研究を抑制しないよう慎重に扱

ヲー

フ。

この意見書からあきらかなことは，アメリカ，イギリ旦，フランλ，スイス
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などに〈らべおくれている誘導弾の研究開発を早急にすすめ，研究対象を限定

し，すみやかにロケ γ ト・ミサイノレの生産技術士習得するため i競争方式」

を排除し，基礎研究は協力しておこない，試作生産は，少数企業とその系列に

よる独占的支配をめざしていることである。

1955年 4月，すでに1953年から東京大学生産投術研究所が中心となり研究が

すすめられていたベYシノレ・ロケットの第1回テ凡人 1957年 9月国産ロケッ

ト第1号機カッバー4C型の発射成功などとあいまち，防衛庁技術研究本部の設

置(技術研究所の拡充〕にともなう， ロケット・ミサイノレ開発強化の予算措置が

とられた。さらに伊豆新島に誘導弾の専用射撃場の建設計画が具体化するとと

もに. 1957年ごろから，軍備拡充計画であり，兵器調達計画でもある第 1次防

衛力整備計画が公然と実施にうつされた1958年にかけて，宇宙開発にのりおく

れないため iいくらカネがかかっても誘導弾の試作研究に着手したい」など

「業界のなかで誘導弾の研究熱がたかまって」おlきたのである。

新三菱重工業をはじめ富士精密など関連企業は，火薬部門，電気工業部門の

各メーカーと共同研究体制をつ〈札 1958年度から空対空，地対空，地対地の

各種誘導弾の試作研究をはじめ，誘導弾メーカーの系列化がすすめられた。誘

導弾にたいする ιのような関心のたかまりは，第1次防衛力整備計画の実施と，

将来，軍需生産の中心になることが予想されるロクヅト・ミリイノレの生産，航

空宇宙部門において主導権をにぎろうとする企図があったからである。

このようにミサイノレに丈こいする関心が急速に強まり， また. 1957年から参加

することがきま勺た国際地球観測年がはじまるとともあり. 1906年 9月に，

「ロケヴトに関心者寄せる人々の大同団結を行い，相寄り相助けてロケット技

術の振興と会員相互の連絡を図る」ため， 日本ロケット協会が設立された汽

また. GM懇談会も，誘導弾の研究開発から試作へとすすみ，関連分野がさ

らにひろがり， 関連企業もまた増加 (GM懇談会の構成も.1955年1月日本油脂，

38) r口径J1957年11月22日。
39) i防衛生産委員会十年史J144ページ毒照。
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日本光学， 1956年8月松下電器が加入し.20社となった〉ナるのにおうじ，さらに強

力な組織とするため. 1957牛 6月26日，新たに21社を〈わえ. 41社から構成さ

れるGM協議会 GMに関する民間の一元的機構として防衛庁その他官庁と

の連絡に当ると共に，関係各団体の有機的活動を図り，以てGMに関する技術

の向上とその進歩発展に寄与することを目的とするーーーに発展的解消された制。

以上のようにして，財界のロケット・ミサイノレの研究開発の体制はととのえ

られてきたのである。

つぎに，ナイキ・ホーグの「国産化」による生産体制の確立についてみてみ

ょう。

V 

1959年 5月26日，伊能防衛庁長官は， 自衛隊のミサイノレ装備を基本方針とl.-，

第 2 次防衛力整備計画中(l562~66年〕に是が非でもミサイノレ装備を盛りこみ，

ホーク「国産化」の意向をあきらかにした。

日本側のミサイノレ装備方針にたいし， 米側は， 第2次防衛力整備計画で，

MAP有償援助による，ホ ク2コ大隊を編成した。

さらに，伊能防衛庁長官は，ホークを「国産化J(米側提供。技術援助による園

内生産〕し， 第 3 次防衛力整備計画 (1967~71年)および第 4 次防衛力整備計画

く1972"-'76年〉で装備することを予定し， 防衛庁の高級幹部に上る「軍事技術会

議」の設置とともに I日木の軍事科学の発展を促進するため，東大その他の

大学に造兵，航空各科の復活が必要になることを示唆L. ロケット技術その他

の研究について防衛庁と大学がもっと密接な連絡をとる必要があるJ4lJと発言

し，産軍学共同の必要を強調した。このような伊能防衛庁長官の発言にみられ

る防衛庁の方針は，米側の軍事費肩がわりの要求に応じ，自衛隊の増強をめざ

すため，いかに ξサイル兵器の研究開発とその装備に熱心であるかをしめして

40) 1961年5月には.GM協語詮加入企業は52社になったU
41) I朝日J1959年 5月30日@
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いる。このような方針は， ミサイル兵器を「国産化」することにより，その技

術を習得し.宇宙開発の基礎をきずこうとする財界の意向を反映したものでも

ある。

すなわち，米側と防衛庁のこのような方針に対応し，このころから，東芝を

中心とする三井グノレ フや三菱グループでは，ロケりト・ミサイルの研究開発

体制をととのえ，ホークの「国産化」をめざし，研究に着手している'"。

19591]' 4月24日，米下院外交委員会で，チみーノレズ・シャフ国防次官補代理

が r日本にも地対空ミサイノレ・ホークを生産させる見込みである」と言明し

たことにより，三菱グノレーブと三井グノレープが中心となり，ナイキとホークを

「国産化」するため， 米国の生産者(ホークはレイセオン社，ナイキはウエスタン

・エレクトリック社およびダクラyス社〕と技術提撹をおこなうなど，受注をめぐる

競争が一段とはげしくなった。

業界の「届産化J準備とはげしい受注競争のなかで，ナイキとホーク白「国

産化」について， 日米両国政府間で協定が締結されることになった。 1967年10

月13日， 相互防衛援助協定 (DDEP)にもとづき，三木外相とオズボ ン駐日

大使とのあいだで rナイキ・ホーク取得に伴う日米覚書Jが交換された。ま

42) 東芝を中心とする三井系6社(東芝， 富士重工業， 日本製鋼所，大日本セノレロイト¥ 東京計

器，三井物産〉では， 1958年ごろから， ミサイル・ホ クの圏産化をめざし3 共同研究乞はじめ

てきたが， 1959年9月25日，三井系各社は， ミサイル eロケットの研究機関としてMS会(、十

イル・アンド・スヘ ス・テクヱツク研究閣発グル プ)を結成し，東芝は電子関係，富士重工

業とE本製鋼所は飛行機や材料関係，大日本セルロイドは燃和Ht学関時，東京計器は計器j オー
トメ シ言ン関係，三井物産は海外情報技術折衝J関係を担当するなど協力体制をとと白え，ホ
ク「国産化|について防南庁などから研境潤莞の委託ぞうげ.1964年に研究をまとめ， 1966年7

月に，防南庁に「ホーグ国産計画書」を提出している。
三菱グループ(新三菱重工z 三菱造船，三菱電機7 旭化成〉も，早くから協同研究体制をつく

り，研究開発に着手してきたが，196E年ユ2月，米レイセオン社ボストン本社にホーク調査団を派

遣し， r契拘以前における技柿援助協約」を鮪結， 19閏年1月に怯ホーク調査団の報告を防衛庁
に提出している。この「協約」により，三菱グループは， レイセオン祉に30万ドル(l億8.000

万円)， ノースロップ社 tランテャーの生産者〉に 5万γル (4，800万円〕の勢約金を支払った
が，この協約は，外国為替司法違反目疑いがあるとして， 1967年10月25日衆議院決買委員会で悶題

になった，いわくっきり「協約Jc:あるa
三井，三菱グノレ プのほか，富士精密グループ(富士精密，東芝，東京航空計器，日本剖世間，

川崎航空グループ(川崎航空機，富士精密，日本電気〉などが，それぞれ協同研究をすすめた。
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た， r覚書」にもとづく細目協定(了解事項覚書〕に， 米国防総省国際安全保

障担当官補付ブィディ氏と防衛庁銅崎憲司装備管理課長が， それぞ「れ調印し

tニ'"。

この H米協定により，ナイキ・ハーキエリーズは，予算総額約400億円， う

ち第3次防衛力整備計画で 385億円44)(うち， r国産イ十J介は.約200億円で， その

内訳は. ~.fi体 130億円強，誘導装置40憧円強，推薬約2日億円〉で「国産化J されること

になったのナイキの生産については，競争相手がなく，主契約者は三菱重工業

にきまり，塔載用誘導電子機器は日本電気(米ウエスタン・エレクトリッグ社から

技術導入)，推薬は旭化成〔プ スター用で米ノ、 キュリ ズ社から技術導入)， 日本

油脂(サステナー用で米チオコール社から技術導入)， ロケヅト・モーターは日産自

動車(米エプロジェット社から技術導入)が，それぞれ分担して生産することにな

った。

ホークは， 予算総額 515億円相(うも第3次防衛力整備計画で約430億円計上〉で

弾休665発分(1発約2，∞o万円)および地上機材を「国産化」するミとがきまっ

た。ホークは，三菱電機と東芝とのはげしい受注競争の結果，三菱電機がシス

テムのとりまとめく総合組立，試験なむをし， 共通部分をのぞいて， 約 430億

.3) そのx換公文では，日本政府は，ミサイル ヅステム〔ナイキおよびホーク)を購入または生
産し，米iiJ(ij引ま， これを服売しまたは生産を承認することがとりきめられにいる。細目協定で

は，つぎのことがきめら札た。①来国防総省は，両ミサイルの生産，維持に必要な設計図，仕様

書，技術的賢料などを防衛庁に提供する，②日本側は米国防総省が過去10年に費した両ミサイル

研究開発費の一部歩升担L.器材価格に含めて支払う〈米側は量初約36憶円を支払うよう要求し

たが，結局約27億円を器材価格に盛り込んで米側に主払うことになった)， ⑨日本政府は，米国

防総省が指定した物品の完全な保護について万全を期す凶防荷J宇は，この細目協定4てよ句， CI陸

上自衛隊にホーク装輔の3コ大隊と 1融専隊(要員教育部隊)を編成するための弾件，発射台な

どを国産化する，②航空白南障にナ fキ装備<7)2コ大隊と 1教導隊を編成するための弾体を国産

化することになった固 (r赤旗J1967年10月 17~ ， r日経J1967年10月13日毒照)
44) 385億円はナイキ ハ キュリ ス弾体311発分(1発前6，000力円〉ー←ナイキり「圃産化」

は弾体。み一一一， 1971年度までに367億円が計上されたが，うち148億円はナイキ アシャツクス
2コ大隊。ハーキュリ ズ化機材などFMS有償援助による購入分である。

45) 錦3次防衛力整備計両(1972年度までに〕装備予定は， 2コ大隊 (14の中隊 1コ中隊は尭射

台6基， 弾体36発)と 1教轟隊(発射台5および大隊指揮装置など〕の665発で， 1967:年度発注

は3コ中隊と 1載噂隊編成分的101憶円(ノァク ダウ γの分をλ〈む)， 196.8午度中に発注は11

コ中隊分約414億円，計515億円である。
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円相の70%(約300億円〉にあたる部分を三菱電機を中心とする三菱グループ〈三

菱電機が発射機， ミサイル本体などを中心に，弾体，電子関係，円本無繰がノ、イパワー

イルミホーターなどの電子関係，三菱重工が発射機， ロケット白勝服部分， ダイセルが

燃料，日産自動車がロケット・モ タ などを担当〉が. 30% (約130億円〕にあたる

部分を東芝を中心とする三井グループ(主としてレーダ一関係を担当し，東芝が補

捉レーダー，富士重工業がローダーパレットなどを生産，その他東京計器， 日本製鋼所

などが協力)が， それぞれ引受けることになった。 このように， ホークのばあ

いは，三菱電機あるいは東芝のいずれも主契約者とすることなし両者対等の

立場で受注し，共同生産するという形をとることが. 1967年11月10日の閣議で

決定された。

以上のように，ナイキ・ホークの生産は，三菱グループと三井グループの手

でお ζなわれることになった。このことは，近代的兵器の生産が，三菱，三井

系の 2つの巨大独占資ト本Fノレープにより支配されている ζとをしめしている。

ナイキ・ハーキュリーズとホー!7 I国産化」のため，政府(外資審議会)は，

1968年 3月21日，三菱重工業，三菱電機から申請のあった，三菱重工業と米マ

クドネノレ・ダグ/.7..祉との 1/イキ・ハーキュリーズ・ミリイノレ由設訂製造に

関する技術提携契約J(ァ γプレラ方式による技術提携〕と三菱電機と米レイセオ

γ社との「ホーク.':/ステ人の製造に関する技術提携契約」を認可Lたロその

他， ダイセノレの米同エアロジ z ット社からのホーク弾頭部の推薬についての技

術導入，日本7ピオトロニクスの米国ヒューズ・エアクラフト社から TSQ-51

(ミサイル大隊地上指揮装置〕技術の導入， 東芝の米国りットン社からの BTE

〈ミサイノレ中隊連接用小型端局器材)CTSA-77に関する技術導入などを認可した。

しかLながら，契約条件はいっさいあきらかにされていない。

46) 1967年7月24日から28日にかけて，米国防総省ミサイル担当官数名が来日，ナイキ ハーキュ
リーズとホ ク白ミサイル基地の設置とミサイル兵器「国産化Jについてj 東京都市ヶ谷の在日
米軍事顧問団事萌所で』防衛庁装備局，陸幕』空幕の担当官と秘密会談L-. I国産化」にあたり
米軍方式の技術導入と「国産化率」を70%にすることがとりきめられたe したがって，日本側生
産者の手医入忍白ば，ホ グ ケス子ムの共通部分をのぞき，三菱グル プば約究地5億円，東
芝グループは約94.'5億円となる。
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ナイキ，ホーク「国産化」のため，三菱重工業は名古屋製作所の基礎研究部

門をナイキに集中して生産体制を整備，本体の組立ては名古屋航空機製作所で

おとない，東芝は，小向丁場(川崎〕をホーク生産のため拡充.三菱電機は，鎌

倉製作所内に資料センターをつくり，同所と尼崎市の通信機製作所で生産，三

菱プレYジョ Y (三菱電機系列会社〕は，鎌倉製作所の敷地内に新工場(弾体，統

制中枢装置用〉を建設 (2億円余〕した。また，三菱電機は，千葉市下志津地区に，

共同組立て， テスト工場(敷地約40，000平方m)C飛しょうテストは， 米二 ιー

メキシコ州マグクグレコ7の米陸軍射撃場で実施〕を建設した。

このように， ナイキ・ホークの「国産化J， すなわちミサイノレ兵器の生産体

制をととのえるため，多額の設備投資がおこなわれたのである。

ナイキ・ホーク「圃産化」とはいっても，わが国で自主的に開発された技術

にもとづいたものではなく，主要な技術は，すべて米国からの導入:であり，米

国技術により圏内で生産するということにすぎない。しかも，基本的な技術に

ついては，相互防衛援防協定により，すべて秘密保持の条件がつけられ亡いる。

ナイキ・ホークり「国産化」は，近代的兵器の生産が，技術的な点で， まっ

たく米国資本に依存し従属していることを，典型的にしめしている。

技術導入により「国産化」きれることになったホークは， 1955年ごろ米国で

開発されたものである。 このため，射撃管制組織〈探知から発射までのシステム〕

には，人力による部分がおおし探知から発射まで (r白山ontime)が数分もか

かり，目標物が妨害電波を発射する ECM(電子戦〕にたいする ECCM(対電子

戦〕機能が十分でないなど， 軍事技術が日進月歩で発展している今日，すでに

中古品的ミサイルである。

軍事的見地からみて， 500億円以上もの財政支出により「国産化」されたホ

ークが，はたして実戦的価値があるかどうか，有効な装備であるかどうかは，

はなはだ疑わしい47)0

にもかかわらず菱グループと三井グループが，受注にしのぎをけずり，

47) r読売J1974年2月13白書照。
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「国産化」に熱心なのは，ナイキやホータの「国産化」により，国の費用で，

エレグ}ロニクヘ通信，燃料，耐熱材料などの関連技術を習得し，競争力を

強ィιしうるからである。

企業にとっては，ホークが中古的ミサイルであり，軍事的に有効かどうかは，

直接かかわりないことなのである。兵器の生産は，軍事技術を媒介にして，新

らしい技術を習得し，そのことによって競争力を強化し，よりおおくの利潤を

取得するための手段でしかない。中古的ホークの生産は，装備としての有効性

とはかかわりなし利潤取得の手段として，お乙なわれていること，すなわち，

兵器生産そのものが，企業の支配のもとにおかれていることをしめLている。

他方，米国の兵器生u産企業にとって，わが国は，すでに開発費等償却ずみの

中古的兵器の技術を販売することにより，超過剰潤を獲得できる，このうえも

ない兵器の市場である。ホーク「国産化」にさレLて，わが国は中古的兵器の

研究開発費の1都を負担するという名目で， 27億円もの巨額を支払ったことを

みてもあきらかであるD

兵器生産により習得した技術の，民需部門などにたいする波及効果は大きい

といわれ1いる。技術的波及効果のプラλの面をまったく否定するもりではな

い。しかし，米軍事技術の導入によるミサイル兵器の「国産化」は，基礎的研

究にもとづき，わが国で自主的に開発された技術にもとづくものではないロし

たがョて，波及効果とはいっても，導入技術にもとづ〈波及効果であり，おの

ずと限界があり，つねに第三義的意義しかもたず，かえ司て道入技術への依存

をますますふかめることになる。

さらに，ナイキ・ホークなどのミサイノレ兵器の「国産化」にみられるように，

重要な部分は輸入機材を使用し，技術の完全な習得のないまま，供与された仕

様書により生産される兵器に，おお〈の欠陥がみられることは避けられない。

たとえば，三菱重工業が主契約者となりライセンス生産されたナイキJのなか

には，試射のさい， ロケグトに点火せず，射撃できなかったものがあったこと

はベ 当然、予想されたこととはいえ，導入技術による生産の限界をしめすとと
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もに，巨費をかけた兵器の生涯〔ナイキ Iのはあい 1発6，0.00.万円〕が， いかに国

費の浪費であるかをもしめしている。

以上はー第3次防衛力整備計画におけるミサイル兵器ナイキ・ホークの「国

産化」にいたるまでの経緯である。わが国の宇宙開発は，さきにかかげた宇宙

開発関係予算の推移(第 1表〉からみてもあきらかなように，防衛庁のロケット

・ミサイノレ兵器の研究開発が先行することによって宇宙開発のための技術的基

盤と生産体制がととのえられたということができる。そのことは，また，わが

国の宇宙開発が，平和目的のためだけですすめられたのではないことをしめし

ている。

もっとも，防衛庁を中心にしたロケット・ミサイルの研究開発と生産は，い

まのところ大気圏内飛しょうのものにかぎられている。核弾頭をつけた大陸弾

道ミサイノレ (ICBM)や中距離弾道ミザイル(IRBM)は， 公然たる研究開発の

対象にはなっていない。しかし，大気圏外用のミサイルは，各種衛星打上げ用

とし C，科学技術庁とχ部省(東大航空宇宙研究所〕を中心に， 開発がすすめら

れているJ 現在，わが国には，核蝉頭生産の技術的・物責的基礎は存在してい

る。また米国技術によるものとはいえz 衛星打上げ用の大気圏外用の大型ミサ

イノレ「国産化」の技術的・経済的基盤も存在している。

ロケヅト・ミサイノレなど近代的兵器は，高度な性能と信頼性が要求される。

総合産業的性格をもっ生産物であるロケット・ミサイノレ呉器の生産には，各部

門，各企業聞の緊密な連携が要求きれる 3 総合技術・総合産業的基粧を必要と

する近代的兵器の生産は，生産の社会的性格をつよめ，産=軍ニ学の協力体制

48) 197[年度に，三菱重工で生産きれたナイキJが， 19';-2年11月日ら1974年2月1日にかけて，米
圃エョ メキツコ州マツググレゴアの米軍射望;唱で，射撃されたきい;-イキJ12発のうも2
発，すなわち1的も以上のものが， 2段日のロケッ lに点火せr，射撃に失敗した。 cr読売J1974 
年2月24日参照)'!矢尭却の比平は41常に高い。現在，I!t有をれτ、るもののなかにも定戦にt耳
立たない欠陥ナイキのあることは悲鳴にかたくない。
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の確立を要求する。ロケット・ミサイノレが，近代兵器の中心になっている今日，

宇宙産業のもつ軍事的枠格のみならず.それが国民経済におよぼす影響を軽視

することはできないのである。


